
２３朝霞市

２２年国調 ２２年国調世帯数

１７年国調

増 減 率 １７年国調世帯数

決算額 構成比 構成比

20,869,175 55.6 88.4
191,649 0.5 0.9
36,704 0.1 0.2

166,877 0.4 0.8
102,340 0.3 0.5

1,228,034 3.3 5.5
14,549 0.0 0.1

0 0.0 0.0 （単位：千円・％）
37,294 0.1 0.2

111,934 0.3 0.5
452,249 1.2 1.4

うち普通交付税 315,666 0.8 1.4 財 調

うち特別交付税 136,362 0.4 0.0 減 債

うち震災復興特別交付税 221 0.0 0.0 特 定 目 的

23,210,805 61.9 98.3 合 計

14,345 0.0 0.1
409,682 1.1 0.0
823,358 2.2 0.3
179,377 0.5 0.0

5,901,686 15.7 0.0
111,376 0.3 0.5

2,185,618 5.8 0.0
93,909 0.3 0.2

817 0.0 0.0
319,045 0.9 0.0 現

1,418,228 3.8 0.0
1,144,478 3.0 0.6 年

1,713,809 4.6 0.0
906,209 2.4 0.0 計

0 0.0 0.0
37,526,533 100.0 100.0

（単位：千円・％） 目　的　別　歳　出　の　状　況 （単位：千円・％）
決算額 構成比

6,618,590 18.1
う ち 職 員 給 4,092,329 11.2

10,457,736 28.6
3,149,441 8.6

内 元 利 償 還 金 3,149,441 8.6
訳 一 時 借 入 金 利 子 0 0.0

20,225,767 55.3
7,090,669 19.4

371,546 1.0
3,126,219 8.5
1,248,516 3.4
3,335,190 9.1

659,328 1.8
119,530 0.3

0 0.0
1,650,754 4.5

う ち 人 件 費 38,733 0.1 千円

普 通 建 設 事 業 費 1,650,754 4.5
うち　補　　　　助 656,836 1.8 ％

　うち  単　　　　独 993,489 2.7 ％ 住宅用地造成 被保険者１人当たり

災 害 復 旧 事 業 費 0 0.0 下水道

失 業 対 策 事 業 費 0 0.0 病院

千円 その他

36,579,003 100.0
一　般　職　員　等（Ｈ２７・４・１現在）

職員数
（人） （百円） 総　　　務

区分 平成２６年度 665 　　退職手当支給事務 ○
37,526,533 47 　　事務機械共同施設 ○
36,579,003 12 　　そ　の　他  

947,530 0
43,753 0 民　　　生

903,777 677 　　老人福祉施設  
-412,918 　　そ　の　他
658,835 特　別　職　等（Ｈ２７・４・１現在）  

0 衛　　　生
279,453 　　伝　染　病
-33,536 　　じんかい処理 ○

1 27 4 1 　　し 尿 処 理  
 1 27 4 1 　　火　葬　場  
 1 27 4 1 　　そ　の　他 ○

○ 1 12 10 1  
　　　　　　特定農山村  1 12 10 1 土　　　木  

 22 12 10 1 　　そ　の　他

※「性質別歳出の状況」の欄の「普通建設事業費」の「うち補助」には受託事業費の補助事業費が、「うち単独」には同級他団体施行事業費負担金、受託事業費の単独事業費
がそれぞれ含まれています。
※個人情報保護の観点から、「一般職員等」において対象となる職員数が１人又は２人の場合は、「給料月額」「１人当たり平均給料月額」を「*」としています。

市町村類型 Ⅲ－１ うち日本人 (129,989人)

　　　　　　財源超過 議 会 議 員 3,790

　　　　　　山村振興
　　　　　　過　　　疎 教 育 長

 
4,000

区　　　分 定数

4,600

副 市 町 村 長 7,277  　　老人保健医療事業

　　　　　　首　　　都 議 会 議 長

　　国民健康保険事業

　　介護保険事業

議 会 副 議 長 　　交通災害共済事業

6,660  　　後期高齢者医療

１人当たり平均給料

実 質 単 年 度 収 支 6,074  　　収 益 事 業
指定団体等の指定状況 市 町 村 長 8,127 ○

実 質 収 支

積 立 金 取 崩 し 額 805,804 (報酬)月額(百円)  事業会計
繰 上 償 還 金 0

適用開始年月日

単 年 度 収 支 306,444 ○
積 立 金 505,434 そ  の  他

1,316,695 合 計 2,120,075 3,132  
教　　　育
　　そ　の　他

翌年度に繰越すべき財源 101,533 臨 時 職 員 0 0
歳 入 歳 出 差 引 1,418,228 消 防 職 員 0 0

　　消防災害補償
歳 出 総 額 35,548,277 教 育 公 務 員 48,600 4,050 ○ 　　そ　の　他
歳 入 総 額 36,966,505 うち技能労務員 133,339 2,837  

消　　　防
平成２５年度 一 般 職 員 2,071,475 3,115 ○ 　　常 備 消 防

収 支 状 況
一部事務組合の加入の状況

（単位：千円）
区　　　分

給料月額 １人当たり平均

給料月額（百円）

240
歳 出 合 計 25,447,764 合 計 3,341,981

（臨財債・減収補てん債除く）

0 歳 入 一 般 財 源 等 0 国 庫 支 出 金

26,395,294 55,193 保 険 給 付 費

加 入 世 帯 数

430,038 97.7 0

会
計
の
状
況

実 質 収 支 228,372

0
86

被 保 険 者 数 31,895

351,888 保険税 (料 )収入額 103

21,710,063
経 常 収 支 比 率 後期高齢者医療 921,264

再 差 引 収 支38,733 -438,981
19,568

100.0 1,650,754 25,447,764

国
民
健
康
保
険
事
業

19,856 93.8

投 資 的 経 費 450,323 経常経費充当一般財源等計
公
営
事
業
等
へ
の
繰
出

国民健康保険 1,105,762

内
　
　
訳

450,323
介護保険 907,874

前 年 度 繰 上 充 用 金 0 0 0.0 歳 出 合 計 36,579,003

0
投 資 ・ 出 資 ・ 貸 付 金 16,530 16,530 0.1 前年度繰上充用金 0 0.0 0 0

0 3,127,926
積 立 金 658,338 0 0.0 諸 支 出 金 0 0.0 0

0.0 0 0
繰 出 金 3,023,247 2,058,303 8.9 公 債 費 3,149,441 8.6

うち一部事務組合負担金 1,248,516 1,238,625 5.4 災 害 復 旧 費 0

1,239,110
補 助 費 等 2,846,721 1,824,675 7.9 教 育 費 4,413,554 12.1 634,489 3,289,312

234,949 1,430,170
維 持 補 修 費 364,402 364,402 1.6 消 防 費 1,265,516 3.5 28,539

0.7 2,586 149,460
物 件 費 5,160,176 4,641,134 20.1 土 木 費 1,688,863 4.6

（義務的経費計） 12,928,027 12,805,019 55.3 商 工 費 265,933

21,953
0 0 0.0 農 林 水 産 業 費 72,264 0.2 4,374 65,208

7.8 205,351 2,502,416
3,127,926 3,127,926 13.5 労 働 費 28,882 0.1 0

公 債 費 3,127,926 3,127,926 13.5 衛 生 費 2,866,887

3,986,461
扶 助 費 3,861,402 3,861,402 16.7 民 生 費 17,657,502 48.3 292,627 9,342,433

0.8 686 293,315
3,412,438 － － 総 務 費 4,876,846 13.3 247,153

決算額A 構成比 Aのうち普通建設事業費 Aの充当一般財源等

人 件 費 5,938,699 5,815,691 25.1 議 会 費 293,315

純 固 定 資 産 税 95.7
歳 入 合 計 22,228,756

性　質　別　歳　出　の　状　況
区          分 充当一般財源等 経常経費充当一般財源等 経常収支比率 区          分

うち減収補てん債特例分 0 合 計 20,869,175 100.0 0

合 計 94.4
うち臨時財政対策債 0 市 町 村 民 税 92.7

地 方 債 0 水 利 地 益 税 等 0 0.0 0

市 町 村 民 税 98.2
諸 収 入 139,174 法 定 外 目 的 税 0 0.0 0 純 固 定 資 産 税 99.0

繰 越 金 0 都 市 計 画 税 1,229,813 5.9 0

3,050,354
繰 入 金 0 事 業 所 税 0 0.0 0

徴
収
率

合 計 98.7

収 益 事 業 収 入 60,000
寄 附 金 0

内
訳

入 湯 税 0 0.0 0 土 地 開 発 基 金 現 在 高

財 産 収 入 45,094 目 的 税 1,229,813 5.9 0

実 質 的 な も の 0
県 支 出 金 0 旧 法 に よ る 税 0 0.0 0 合 計 6,644,557

国 有 提 供 交 付 金 111,376 法 定 外 普 通 税 0 0.0 0

保 証 ・ 補 償 76,521
国 庫 支 出 金 0 （法定普通税計） 19,639,362 94.1 0 そ の 他 5,571,620

(

支
出
予
定
額

)

債
務
負
担
行
為
額

物 件 等 購 入 996,416
手 数 料 0 特 別 土 地 保 有 税 0 0.0 0

使 用 料 74,358 鉱 産 税 0 0.0 0

地 方 債 現 在 高 30,361,678
分 担 金 ・ 負 担 金 0 市 町 村 た ば こ 税 851,848 4.1 0 うち財政融資・旧郵政公社資金 21,994,962

交通安全対策特別交付金 14,345 軽 自 動 車 税 90,134 0.4 0

324,315
（一般財源計） 21,844,409 うち純固定資産税 8,188,905 39.2 0 1,155,553

831,238
0 法 人 税 割 605,775 2.9 0 0

315,666 法 人 均 等 割 304,616 1.5 0

積 立 金
現 在 高0 固 定 資 産 税 8,597,231 41.2 0

連 結 実 質 赤 字 比 率 -
地 方 交 付 税 315,666 所 得 割 8,956,154 42.9 0 将 来 負 担 比 率 42.2

超過課税分 実 質 赤 字 比 率 -
地 方 特 例 交 付 金 111,934 市

町
村
民
税

個 人 均 等 割 233,604 1.1 0

特 別 地 方 消 費 税 交 付 金 0 市　町　村　税　の　状　況 実 質 公 債 費 比 率 3.9
軽油・自動車取得税交付金 37,294 区          分 徴収済額 構成比

経 常 一 般 財 源 等 比 率 99.4
ゴ ル フ 場 利 用 税 交 付 金 14,549 公 債 費 負 担 比 率 11.9

地 方 消 費 税 交 付 金 1,228,034 69.6％ 71.4％

財 政 力 指 数 ２ ４ ～ ２ ６ 0.97
株式等譲渡所得割交付金 102,340 第 ３ 次 44,998人 45,109人 実 質 収 支 比 率 4.0

配 当 割 交 付 金 166,877 19.3％ 25.1％

標 準 税 収 入 額 21,149,449
利 子 割 交 付 金 36,704 第 ２ 次 12,464人 15,851人 121,758人 標 準 財 政 規 模 22,371,324

地 方 譲 与 税 191,649 0.7％ 0.8％ １７年国調

基 準 財 政 収 入 額 16,286,860
地 方 税 19,639,362 第 １ 次 443人 522人 127,084人 基 準 財 政 需 要 額 16,603,652

区          分 経常一般財源等 区   分 ２２年国調 １７年国調 ２２年国調

歳　入　の　状　況 （単位：千円・％） 産　業　構　造 人口集中地区人口 区          分 （単位：千円・％）

1.3％
うち日本人 (1.2％)

Ⅱ－１０

18.34
市町村名 朝霞市 4.3％ 26.1.1 132,449人 人口密度（人/ｋ㎡）

台
帳
人
口

27.1.1

増減率

134,132人

世
帯
数

面積（ｋ㎡）

市町村番号 23 124,393人 うち日本人 (131,562人)

53,365世帯

56,790世帯

7,071

平成２６年度
地方公共団体コード 112275

人
口

129,691人

住
民
基
本

決算状況
地方交付税種地


